
 
神戸開港160年祭 広報業務に係る 

委託契約書 
 

 神戸市（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）との間で、次の表の条項及び別紙委

託契約約款の条項（次の表の第５項に定める条項を除く。）により委託契約を締結する。 

１ 委託業務に係る委託料

（部分払、前金払又は概算

払により支払うものは、そ

の旨、その金額及び支払う

時期） 

○○○円 

（うち消費税及び地方消費税相当額○○○円） 

 

 

 精算を行う場合の方法 なし 
 

２ 契約保証金（第３条関

係） 

免除 

３ 委託業務の履行に係る期

間又は期日（以下「委託期

間等」という。） 

 

 
債務負担行為又は長期継続契約に該

当する場合は、その旨 

なし 
 

４ 甲が乙に対し委託業務の

履行のために必要な機械器

具等、設備等を提供する場

合の有償又は免除の別 

有償の場合の金額（第18条

第３項、第５項関係） 

なし 

 

 
委託料からの控除又は納入通知書に

よる納付の別、及び控除（納付）時

期 

なし 

 

５ 別紙委託契約約款のうち

適用を除外する条項 

なし 

 

６ 別紙委託契約約款に付加

する条項 

なし 

 

７ 担保期間（第13条） なし 

この契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上、各自その１

通を保有する。 

 

  令和８年  月  日 

  神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

甲 神戸市 

   契約担当者 港湾局長 山本雄司        印 

 

乙  

                          印 
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情報セキュリティ遵守特記事項 

 

（趣旨） 

第１条 この契約で定める情報セキュリティ遵守特記事項（以下「特記事項」という。）は、次の各

号の契約（以下、「委託契約等」という。）の約款の特記条項として、個人情報を取り扱う業務又

はネットワーク又は情報システムの開発、保守又はデータ処理その他情報処理に係る業務（ただ

し、業務遂行のための連絡用ツールとしてクラウドサービス等の外部サービスを利用する場合は

除く。以下「情報処理業務」という。）の委託契約等に関する情報の取扱いについて、必要な事項

を定めるものである。 

（１） 物品売買契約 

（２） 物品賃貸借契約 

（３） 製造その他請負契約 

（４） 委託契約（企業会計も含む） 

 

（定義） 

第２条 この特記事項において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 個人情報 

個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第 57号）第２条第１項に規定する個人情報をい

う。 

(2) 特定個人情報 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第

27号）第２条第９項に規定する特定個人情報をいう。 

(3) 第１号及び前号以外の秘密等に係る情報 

法令の規定により秘密を守る義務を課されている情報、部外に知られることが適当でない法人

その他の団体に関する情報及び部外に漏れた場合に行政の信頼を著しく害するおそれのある情

報をいう。 

(4) 重要情報 

第１号から前号までに規定する情報及び神戸市（以下「甲」という。）が指定する情報をいう。 

(5) 情報 

重要情報及び重要情報以外の情報をいう。 

 

（基本的事項） 

第３条 この契約により甲から業務を受託または請負し情報を取り扱う者（以下「乙」という。）は、

個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）、行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）、神戸市個人情報保護法の施行等

に関する条例（令和４年12月条例第 17号）、神戸市会の個人情報の保護に関する条例（令和５年

２月条例第 18号）、神戸市会の個人情報の保護に関する条例施行規則（令和５年３月規則第１号）

及び神戸市情報セキュリティポリシーその他関係法令を遵守し、この契約による業務（以下「委

託業務等」という。）を通じて知り得た情報の保護の重要性を認識し、委託業務等を履行するため
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に必要な情報の取扱いにあたっては、甲の業務に支障が生じることがないよう、適正に取り扱わ

なければならない。 

２ 乙は、委託業務等を通じて知り得た情報を正当な理由なく他人に知らせ、又は不当な目的に使

用してはならない。 

３ 乙は、委託業務等を履行するにあたって、情報の漏えい、滅失、き損及び改ざんの防止その他

情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

 

（管理体制の整備等） 

第４条 乙は、情報の適正な管理を実施する者として業務責任者を選定して管理組織を整備すると

ともに、前条第３項の措置に係る管理規程又は情報の具体的な取扱い内容を規定しなければなら

ない。 

２ 乙は、前項に定める管理体制を書面により速やかに甲に通知しなければならない。管理体制を

変更するときも同様とする。 

３ 乙は、情報処理業務を行う場所及び情報を保管する施設その他情報を取り扱う場所において、

入退室の規制及び防災防犯対策その他必要な情報セキュリティ対策を講じなければならない。 

 

（従事者の監督） 

第５条 乙は、乙の業務責任者に、乙の従業員その他委託業務等に従事する者（以下「従事者」と

いう。）に対し、委託業務等を通じて知り得た重要情報を正当な理由なく他人に知らせ、又は不当

な目的に使用しないよう、並びに委託業務等に関する重要情報を安全に管理するよう、必要かつ

適切な監督を行わせなければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様と

する。 

 

（教育の実施） 

第６条 乙は、乙の業務責任者及び従事者に対し、委託業務等に関する情報を取り扱う場合に遵守

すべき事項、関係法令に基づく罰則の内容及び民事上の責任その他委託業務等の適切な履行のた

めに必要な事項に関する研修等の教育を実施しなければならない。 

 

（作業場所及び従事者の届出） 

第７条 乙は、委託業務等に関する仕様書において委託業務等の履行に係る作業場所が定められて

いない場合、当該作業場所を書面により速やかに甲に届け出なければならない。作業場所を変更

するときも同様とする。 

２ 乙は、委託業務等を履行するにあたって、作業場所ごとに従事者の所属（特定個人情報を取り

扱う場合は従事者の氏名及び役職も必要）その他必要な事項を書面により速やかに甲に届け出な

ければならない。従事者を変更するときも同様とする。 

 

（収集の制限) 

第８条 乙は、委託業務等を履行するにあたって情報を収集するときは、委託業務等を履行するた

めに必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 
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（目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第９条 乙は、委託業務等を履行するにあたって知り得た情報を、甲の書面による事前の承諾を得

ることなく委託業務等を履行する目的以外の目的で利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

（複写及び複製の禁止） 

第 10 条 乙は、委託業務等を履行するにあたって甲から貸与された重要情報が記載又は記録され

た文書及び資料その他ファイル等を、甲の指示又は承諾を得ることなく複写し、又は複製しては

ならない。 

 

（重要情報の管理） 

第 11条 乙は、委託業務等に関する重要情報を安全に管理するため、次の各号に定める事項を遵守

しなければならない。 

(1)  重要情報を作業場所以外に持ち出さないこと。やむを得ず持ち出さなければならないときは、

甲の承諾を得たうえで行い、持ち出しの状況に関する記録を作成し、確実に保管すること。 

(2)  重要情報が記載された文書が第三者の利用に供されることのないよう施錠管理すること。ま

た、重要情報が格納された電子計算機又は電磁的記録媒体が第三者の利用に供されることのな

いよう、記憶領域の暗号化又はファイルへのパスワード設定を施したうえで施錠管理すること。 

(3) 重要情報の格納又は処理を行うにあたって、個人のパーソナルコンピュータ等の電子計算機

又は電磁的記録媒体を使用しないこと。 

(4) 重要情報を処理する電子計算機について、ＯＳ・アプリケーションの最新化やウィルス対策

（ウィルス対策ソフトウェアのインストール及び定期的なウィルススキャンの実施等）等の適

切なセキュリティ対策を実施すること。 

 

（再委託先等の監督等） 

第 12条 乙は、委託業務等を遂行するために得た重要情報を自ら取り扱うものとし、第三者に取り

扱わせてはならない。ただし、甲の書面による事前の承諾を得た場合は、この限りではない。 

２ 乙は、前項ただし書の規定により重要情報を取り扱う業務を第三者に再委託または下請負（以

下「再委託等」という。）する場合、当該再委託等を受ける者（以下「再委託先等」という。）に

対し、この契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

３ 乙は、再委託先等の当該業務に関する行為及びその結果について、乙と再委託先等との契約（以

下「再委託契約等」という。）の内容にかかわらず、甲に対して責任を負うものとする。 

４ 乙は、第２項の再委託等を行う場合、再委託契約等において、再委託先等が委託契約約款及び

製造その他請負契約約款並びに特記事項を遵守するために必要な事項その他甲が指示する事項を

規定するとともに、再委託先等に対する必要かつ適切な監督、重要情報に関する適正な管理及び

情報セキュリティ対策について、具体的に規定しなければならない。 

５ 乙は、第２項の再委託等を行った場合、再委託先等による当該業務の履行を監督するとともに、

甲の求めに応じて、履行の状況を甲に対して適宜報告しなければならない。 

６ 乙は、再委託先等に対し、甲の書面による事前の承諾なくして、重要情報をさらなる委託等（以

下「再々委託等」という。）により第三者（以下「再々委託先等」という。）に取り扱わせること

を禁止し、その旨を再委託先等と約定しなければならない。 
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７ 第１項から前項までの規定は、前項の規定による甲の承諾を得て重要情報を取り扱う業務を

再々委託等する場合について準用する。 

 

（提供文書等の返還及び廃棄等） 

第 13条 乙は、委託業務等を履行するにあたって甲から貸与され、又は乙が収集し、複製し、若し

くは作成した重要情報が記載又は記録された文書及びファイル等を善良な管理者の注意をもって

管理し、この契約が終了し、又は解除された後直ちに甲に返還し、又は引き渡さなければならな

い。ただし、甲が別に指示したときは、当該方法によるものとする。 

２ 前項ただし書の場合において、重要情報が記録されたファイル又はファイルが格納された電磁

的記録媒体（以下「ファイル等」という。）の廃棄等を甲が指示した場合、乙は、ファイル等から

すべての情報を消去し、復元不可能な状態にする措置を講じなければならない。また、甲は、職

員による立ち会い又は証拠書面の提出により当該措置の履行確認を確実に行わなければならない。 

３ 第１項の場合において、乙が乙の電子計算機を使用して重要情報を処理し、同項ただし書の規

定により当該電子計算機（以下「機器」という。）に格納された当該重要情報の消去を甲が指示し

た場合、乙は、機器からすべての情報を消去し、復元不可能な状態にする措置を講じなければな

らない。また、甲は、職員による立ち会い又は証拠書面の提出により当該措置の履行確認を確実

に行わなければならない。 

 

（報告及び検査） 

第 14条 甲は、乙に対し、契約開始時に委託業務等に関する情報の管理状況及び情報セキュリティ

対策の実施状況についての報告書を提出させなければならない。又、必要があると認めるときは、

検査をすることができる。 

２ 甲は、必要があると認めるときは、乙に対し、委託業務等である情報処理業務を行う場所及び

情報を保管する施設その他情報を取り扱う場所で検査することができる。 

３ 乙は、甲から前２項の指示があったときは、速やかにこれに従わなければならない。 

 

（事故発生時等における報告等） 

第 15条 乙は、甲の提供した情報並びに乙、再委託先等又は再々委託先等が委託業務等の履行のた

めに収集した情報について、火災その他の災害、盗難、紛失、漏えい、改ざん、破壊、コンピュ

ータウイルスによる被害、不正な利用、不正アクセスその他の情報セキュリティ事故が発生した

とき、又は発生するおそれがあることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従わな

ければならない。 

２ 乙は、前項の場合において、次の各号に定める事項を行わなければならない。 

(1) 直ちに被害を最小限に抑えるための措置を講じること。 

(2) 甲の求めに応じて、当該事故の原因を分析すること。 

(3) 甲の求めに応じて、当該事故の再発防止策を策定し、実施すること。 

(4) 甲の求めに応じて、当該事故の経緯等の記録を書面で提出すること。 

３ 乙は、第１項の場合に備え、同項及び前項に定める報告等必要な事項を速やかに行うことがで

きるよう、緊急時連絡体制を整備しなければならない。 
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（契約の解除及び損害の賠償） 

第 16条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、乙に対してこの契約の解除及び損害賠償の

請求をすることができる。 

(1) 委託業務等を履行するために乙、再委託先等又は再々委託先等が取り扱う重要情報について、

乙、再委託先等又は再々委託先等の責に帰すべき理由による漏えい、滅失、き損又は改ざんが

あったとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、特記事項に違反し、委託業務等の目的を達成することができないと

認められるとき。 

 



神戸開港 160 年祭 広報業務委託 仕様書 

 

この仕様書は、委託者 神戸市（以下、甲という。）と受託者（以下、乙という。）で契約を締結する「神

戸開港 160 年祭 広報業務委託（以下、「本業務」という。）」について定めるものである。 

 

１. 業務名 

神戸開港 160 年祭 広報業務委託 

 

２. 業務概要 

 本業務は、神戸開港 160 年祭（以下、「本事業」という。）の認知度向上及び機運醸成を目的として、広

報戦略の立案、広報素材の制作・発信及び効果測定を実施し、令和９年度を見据えた一貫性のある広報基

盤を構築するものである。 

 【概要】 

 令和８年中に事前広報を開始し、令和９年 1 月から本格実施される本事業に向けた機運醸成及

び認知度向上を図る。 

 広報戦略・実行計画の策定、広報物の企画制作、ノベルティの企画制作、ロゴマークの市民投票

の実施、広報の実施、効果測定及び改善提案を行う（業務内容の詳細は、「５．委託業務内容」

のとおり）。 

 広報対象は主に神戸市民とし、対象地域は兵庫県内を基本とする。 

 本業務において策定する広報戦略・実行計画は、令和９年度の広報業務受託事業者に引き継がれ

ることを前提とする。 

 

３. 委託期間 

契約締結日の翌日から令和９年３月 31 日まで 

 

４. 委託料上限額 

7,000,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

なお、このうちノベルティ制作費として 2,000,000 円程度を見込むこと。 

 

５. 委託業務内容 

（１）広報戦略・実行計画の策定 

乙は、本事業の目的達成に向けて、事業の特性やターゲットを踏まえた実効性のある広報戦略を策定

すること。広報戦略の策定にあたっては、少なくとも次の事項を含むものとする。 

ア）コンセプト設計 

① 広報コンセプトの設定 

② 発信メッセージの整理及び体系化 

イ）ターゲット分析 

① 神戸市民を中心としたターゲット分析 



② 年齢層、属性等に応じたターゲット分析（特に、神戸市に在住・通学する中・高生の分析） 

ウ）広報戦略及び実行計画の策定 

① ターゲットごとの広報手法及び媒体選定方針の整理 

② 令和９年度における広報展開を見据えた戦略設計及び効果的な発信スケジュールの作成 

③ 広報物作成方針の策定 

エ）KPI の設定 

 広報施策の効果を測定するため、次の指標を含む KPI を設定すること。 

① 認知度向上に関する指標 

② 情報接触・閲覧に関する指標 

③ イベント等への参加・来場促進に関する指標 

④ その他、事業効果の把握に必要な指標 

 

（２）広報物の企画制作 

乙は、前号で策定した広報戦略に基づき、必要な広報物を企画及び制作すること。なお、デザイン制

作に当たっては、神戸港紋章及び市民投票により選定するロゴマークを参考に、統一感のある広報展開

が図られるようにすること。 

 

（３）ノベルティの企画及び制作  

本事業の認知度向上及び機運醸成を目的として、ノベルティを企画及び制作すること。条件は以下の

通りとする。 

 ３種類制作すること。 

 制作数量は合計 5,000 個程度とする。 

 種類ごとの数量配分は提案によるものとする。 

 制作費は 2,000,000 円（税込）以内とする。 

 甲が指定する場所へ納品すること。納品先及び納品時期は甲乙協議の上決定する。 

 制作したノベルティのデザインデータ及び著作権その他一切の権利は甲に帰属するものとす

る。 

 

（４）ロゴマーク市民投票の実施 

本事業を広く周知するとともに、本事業への市民参画を促すため、ロゴマーク選定の市民投票を実施

すること。 

ア）基本条件 

 市民投票に付するロゴマーク候補（３案程度）は、甲が 11 月上旬を目途に提供する。 

 市民投票はインターネットを通じて行い、同一人物による重複投票を防止する仕組みを設

けること。なお、不正と思われる投票データについては、甲乙協議の上、集計対象から除外

できるようにすること。 

 投票期間は令和 8 年 11 月上旬から３週間程度を予定し、詳細は甲乙協議により決定する。 

 



イ）実施内容 

 市民投票用特設サイト等の企画、制作及び運営 

 市民投票への参加促進に係る広報及び周知 

 投票結果の集計、甲への事前報告及び公表 

 

（５）広報実施 

策定した広報戦略に基づき、効果的な広報施策を実施すること。なお、媒体及び手法について、乙は

事業目的達成に最も効果的と考える方法を提案すること。 

 

（６）効果測定及び改善提案 

乙は、実施した広報施策について効果測定及び検証を行い、成果及び課題を整理すること。また、令

和９年度の広報展開に向けた改善提案を行うこと。 

 

６. 納品物 

乙は、甲へ以下を提出すること。納品時期については、甲乙協議の上決定することとする。 

 広報戦略書 

 広報実施計画書 

 KPI 設定資料 

 広報物の制作データ 

 各種広報素材データ 

 ノベルティ制作物 

 ロゴマーク市民投票結果報告書その他制作物に係る編集データ等 

 業務実施報告書 

 効果測定・分析報告書 

 令和９年度に向けた改善提案書 

 その他甲が必要と認める資料 

 

７．主な納品先（担当部署） 

  〒650-0046 神戸市中央区港島中町４－１－１ポートアイランドビル 2 階 

   神戸市港湾局振興課  

    Email：kobeport@city.kobe.lg.jp  電話：078-595-6283 

 

８. スケジュール（予定） 

提案書提出期限  令和８年 9 月 25 日 

契約締結  令和８年 10 月中旬 

広報戦略策定  令和８年 10～11 月 

ロゴマーク市民投票実施 令和 8 年 11 月上旬～11 月末 

制作・事前広報開始  令和８年 12 月上旬 

mailto:kobeport@city.kobe.lg.jp


本格広報展開 令和９年 1 月～３月 

業務実施報告書を含む成果物の提出  令和９年３月 31 日まで 

 

９．特記事項  

 本業務は、契約書・仕様書・質問回答書に基づき履行するものとする。  

 本仕様書等に定めのない事項については、甲乙双方協議して定めるものとする。 

 成果品に係る著作権その他一切の権利は甲に帰属するものとする。 

 乙は、本業務により知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。本条の規定は契約終了後

も有効とする。 

 乙は、契約締結当初に業務責任者通知書の提出（業務責任者の氏名、連絡先等の必要な事項

の書面による通知）を提出しなければならない。（約款第 14 条） 

 乙は、委託契約約款に付加する条項（情報セキュリティ遵守特記事項）を遵守しなければな

らない。乙は、契約時に情報セキュリティ対策の実施状況報告書を提出するものとする。ま

た、納品検査時には、文書・ファイルの返還・廃棄の実施状況報告書を提出しなければなら

ない。（遵守特記事項第 13 条） 

 乙は、自らの責任において本契約に基づく業務を履行するものとする。なお、業務の一部を

再委託し、又は下請業者を利用する必要がある場合は、「再委託（下請負）承諾申請書」を

提出し、あらかじめ甲の書面による承諾を得なければならない。（約款第２条） 

 乙は、本業務において外部サービス（クラウドサービス）を利用する場合は、甲が定める「外

部サービス（クラウドサービス）要件（自治体機密性１）」を提出し、事前に甲による要件

適合の確認を受けなければならない。 

 

10．参考：神戸開港 160 年祭の概要 

（１）趣旨 

 市民の海、船、港への関心を高める。 

 神戸港の関係者で開港 160 年を祝い、積み重ねてきた歴史と財産を次世代へつなぐ。 

 

（２）実施体制 

   企業・団体等と連携して記念事業を実施するための団体（実行委員会）を設立する。 

 名 称   神戸開港 160 年祭実行委員会 

 事務局   神戸市港湾局 

 参画団体  港湾業界団体、経済団体、地域団体、教育機関、行政機関等 

 

（３）主要事業（予定）は、参加申請者に対して、別途資料を提供予定。 

 

 


